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平成２６年度定例監査の結果について 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき平成２６年度定例監査を実施したの

で、同条第９項に規定する監査の結果に関する報告及び同条第１０項に規定する意見を

次のとおり提出します。 

 

 

 



定 例 監 査 結 果 報 告 書 

 

１．監査期日 

   平成２６年１１月１３日（木）、１１月２７日（木） 

 

２．監査の対象 

①財産に関する調書・公有財産（土地及び建物、山林、有価証券、出資による権

利） 

②物品に関する調書 

③基金に関する調書 

④平成２６年度に明許繰越した事務事業の契約状況と繰越事務状況及び２６年

度の進捗状況 

 

３．監査の説明員 

   清水出納室長 

   高田福祉保健課長 

松尾教育課長 

矢野総務室長 

増本総務課主任 

 

４．監査の実施方法 

   財産に関する調書・公有財産（土地及び建物、山林、）、物品に関する調書につい

ては、矢野総務室長から、財産に関する調書、土地台帳、建物台帳、備品台帳に基

づいて説明を受けた。また有価証券、出資による権利、基金に関する調書について

は清水出納室長から調書により説明を受け、証書並びに通帳を確認しながら監査を

行った。 

平成２６年度に明許繰越した事務事業の契約状況と繰越事務状況及び２６年度

の進捗状況については、各担当課長並びに担当者から事業概要書、事業計画書、契

約書の写し等により説明を受け監査を行った。 

項目毎に、質疑を交えながら説明を受け内容を検討した。１１月２７日には補足、

追加説明、追加資料提出等も受け、最終的に１２月１日にまとめたものである。 

 

５．監査の結果と意見 

１）財産に関する調書・公有財産（土地及び建物、山林、有価証券、出資による権利）

について 

財産に関する調書等で説明を受けたが、公会計制度の変更に伴い土地、建物、

山林等の整理が必要になってきており、現在その作業中とのことであった。昨年

度、業者委託によりその作業は概ね終了しているようだが、最終的な照合が出来



ていなかった。作業の困難さは理解の出来るところであるが、自己財産の適正管

理という点からも、昨年度以降の異動分もあわせ、台帳等の早急な整備を行われ

たい。 

 

２）物品に関する調書について 

    備品台帳により説明を受けたが、こちらも土地、建物同様に照合作業の途中で

あった。村として物品の管理方針、備品台帳の作成基準等を明確にし、全庁をあ

げて備品台帳の早期整備を図られたい。 

 

３）基金に関する調書について 

基金証書、通帳により説明を受け、適正に管理されていることを確認した。各

基金の中で、昨年度も指摘したが、国際交流基金について条例での額は５，００

０万円となっており、現在高１４，０３４千円と違いがあるので適切な処理をさ

れたい。同じく国際交流基金については、設置目的にあった運用が出来ているか

どうかの検証と、そしてより有効な活用方法がないかを再考し、具体的成果を村

民に説明すべきと考える。 

 

４）平成２６年度に明許繰越した事務事業の契約状況と繰越事務状況及び２６年度の

進捗状況について 

平成２６年度に明許繰越となった一般会計の複合施設建設事業、地域少子化対

策事業、働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業、小学校防災機能強化事

業についてそれぞれ説明を受けた。 

複合施設建設事業については総務課担当者からこれまでの経過並びに進捗状

況等の報告があった。毎週 1 回定期的に全委託業者との合同会議を持ち、調整

を図りながら管理、監督のもと進められていることは評価できる。現在の進捗率

は６０～７０％、２月２７日完成に向けて概ね計画通りとのことであった。 

地域少子化対策事業と働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業につい

ては福祉保健課長より事業内容までの具体的な説明を受けたが、現在進行中、あ

るいはまだこれからの事業も多いので、今後、計画通りの事業遂行をされたい。 

小学校防災機能強化事業については教育課長より説明を受け、事業の完了が確

認された。 

また繰越事務については予算計上、また地方自治法施行令第１４６条第２項の

規定による繰越計算書は適正に処理されていた。 

 

 


